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木造住宅の耐震性
ビッグフレーム構法とマルチバランス構法

金　子　雅　文・佐々木　修　平

木造住宅の耐震性を左右する要素として上部構造，基礎構造，地盤がある。木造住宅の上部構造は，一
般的に木造軸組工法や枠組壁工法などがあるが，筆者らは，木質梁勝ちラーメン構造を実現したビッグフ
レーム構法（以下「本 BF 構法」という）と日本の伝統的な木造軸組構造を最新技術で進化させたマルチ
バランス構法（以下「本 MB 構法」という）を採用している。また基礎構造は，上部構造の力を地盤へ
伝達する重要な役目となっている。上部構造，基礎構造を支えるための地盤は，事前に地盤調査を実施し
適切な地盤補強工法を選定する。これら木造住宅の耐震性について紹介する。
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1．はじめに

耐震構造の歴史を振り返ると「日本で耐震研究が始
まったのは，1891 年濃尾地震からと言われている。
また 1919 年市街地建築物法，翌年同法施行規則が制
定され，木造の構造詳細の基準「いわゆる仕様規定」
が作られた。1923 年関東地震によって翌年市街地建
築物施行規則が大改定された。1948 年福井地震によ
り，地震と木造の被害を調査し木造の耐震法規の原点
となり，1950 年建築基準法 2）制定に取り入れられた。
1978 年宮城県沖地震によって 1981 年建築基準法の改
正があり，木造住宅に必要な壁量が増えた。その後も
1995 年兵庫県南部地震により古い木造住宅に大きな
被害が発生，1999 年建築基準法が改正され 2000 年同
法施行令にて木造関係の規定も改定された。」と述べ
られている 1）。したがって過去から巨大地震により被
害を受けては，法が整備され耐震技術が向上してきた
とも言える。最近では 2016 年熊本地震にて最大震度
7 を 2 回経験した。また 2011 年東北地方太平洋沖地
震によって甚大な被害が発生したが，震源地から遠く
離れた千葉県東京湾岸地域で液状化被害が発生し，戸
建住宅が不同沈下等の大きな被害を受けた。ここで
は，これらの歴史的背景から木造における耐震構造に
ついての取り組みを紹介する。

2．木造における耐震構造と法規制

通常建築物を建設するには，色々な法規制に従う必

要があるが，その中で木造建築物の上部構造部分は，
建築基準法施行令第 3 章第 3 節に仕様規定が示されて
いる。また基礎および地盤は，建築基準法施行令第 3
章第 2 節に示され，平 12 建告示第 1347 号にて建築物
の基礎の構造方法および構造計算の基準を定める件，
平 13 国交告示第 1113 号にて地盤の許容応力度及び基
礎ぐいの許容支持力度を求めるための地盤調査の方法
並びにその結果に基づき地盤の許容応力度及び基礎ぐ
いの許容支持力度を定める方法等定める件が示されて
いる。また 2000 年 4 月に「住宅の品質確保の促進等
に関する法律（以下品確法）」が施行 3）され，住まい
の性能が客観的に判断できるようになった。2009 年 6
月から「長期優良住宅の普及の促進に関する法律（以
下長期優良住宅）」が施行 4）され長期に亘り良好な状
態で使用するための措置が講じられた優良な住宅の認
定を受ける制度が定められた。また地盤の耐震性の一
つとして，2011 年東北地方太平洋沖地震で影響の大
きかった液状化に対しては，品確法施行規則の改正に
より建築主からの申出がある場合には，液状化に関す
る参考情報を提供する任意の制度が施行された。よっ
て昨今では，建築基準法が最低基準であって品確法や
長期優良住宅などの要求性能が上がってきている状況
である。

3．木造住宅の耐震性

（1）上部構造について
木造住宅の耐震性を左右する要素として上部構造が
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ある。上部構造として筆者らは，本 BF 構法において
木質梁勝ちラーメン構造を採用している（写真─ 1）。
ラーメン構造は，梁と柱を剛接合した骨組みのことで
耐力壁を使わずに優れた耐震性を発揮し，壁の少ない
自由な空間を実現できる。また，梁勝ち構造は，横の
梁を縦の柱より優先させる構造のことで，上下階で柱
や窓の位置が異なるプランにも対応でき自由度の高い
構造である。大空間を支えるビッグコラムは，大断面
集成材を採用し耐力壁に代わり建物を支える構造材で
高耐力化を実現，開放的で明るい大開口や自由度の高
い設計を可能にすることができる。科学的解析に基づ
いて開発された高強度・高精度な接合金物 BF ジョイ
ント金物は，FEM 解析によるシミュレーションと実
験を繰返し使用部位や目的に合わせて最適形状，強度
を決定，外力に対する粘り強さを実現している。また
ビッグコラムと梁，基礎を BF ジョイント金物でメタ

ルタッチ接合としている（図─ 1）。本 BF 構法の 3
階建て実物大の検証モデルは，東日本大震災の震度 7
を 2 回，阪神淡路大震災の震度 7 を 20 回，合計 22 回
加振するという過酷な実験にもねばり強さを発揮し
た。また繰返し発生する余震も想定し，合計 246 回の
加振を実施し安全性を確認した（写真─ 2）。また世
代を超えて住み継げる家を目指し，建物を構造部分と
内装，設備等に分けて考えた設計手法，スケルトン＆
インフィルによる可変性を実現でき住まう人のライフ
ステージの変化に合わせて間取りを変更しやすく，世
代を超えて住み続けることが可能で，建物としての資
産価値の維持や耐久性を向上させることによる環境問
題への貢献など新たな可能性を生み出すことができる。

また上部構造として本 MB 構法は，木造軸組構造
を採用している（写真─ 3）。これまでの日本の伝統
的な構造を進化させ，柱には国産檜を使用した構造用

図─ 1　梁接合部，基礎接合部

写真─ 1　本 BF構法 写真─ 2　実大振動実験（本BF構法）
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集成材を使用，地震の揺れに耐えるには壁面や床面の
強さが重要なため壁には耐力面材「きづれパネル」，
床には「剛床パネル」を用い地震などの外力を受けた
場合に建物の変形やねじれを抑える。構造躯体だけで
の実質的な耐力を把握するために実物大の試験体によ
る振動実験を行い，耐震性を検証した。品確法の住宅
性能表示制度における耐震等級 3 程度の壁量で構成し
た試験体に過去の巨大地震で木造住宅に大きな被害を
与えた1995年兵庫県南部地震時の最大地動加速度の1.2
倍を加振。さらに強い余震を想定し，ほぼ同等の加振
を再度行い，本 MB 構法の試験体は損傷も倒壊もな
く，高い耐震性を確認した（写真─ 4）。

（2）基礎について
基礎構造は，上部構造の力を地盤へ伝達する重要な

役目となっている。有限要素法を用いてプランに応じ
た基礎形状と配筋の適正化をはかり，一邸ごとに最適
な基礎設計を実施している（図─ 2）。また一部エリ
アにて協力メーカーと共同開発しプレキャストコンク
リート（以下 PCa）べた基礎工法を導入した。本工

写真─ 3　本MB構法

写真─ 4　実大振動実験（本MB構法）

図─ 2　最適な基礎設計

写真─ 5　PCaべた基礎工法

法は，専用工場において基礎梁（以下 PCa 基礎梁）
を製造し，現場へ運搬して設置を行った後で基礎スラ
ブを現場打設するハーフ PCa 工法を採用している（写
真─ 5）。最適な基礎設計を融合し，一邸ごとにプラ
ンに応じた基礎の構造計算を実施することで PCa 基
礎梁や基礎スラブの最適な設計および部材の共通化・
効率化が可能となった。建物のプランや現場の施工条
件から最適な工法をお客様へ提案している。

（3）地盤について
住宅における地盤調査は，敷地の制約や経済性等か

らスウェーデン式サウンディング試験が一般的に行わ
れている。スウェーデン式サウンディング試験は手動
式といった錘やロッド，ハンドル等を用いて人力で錘
の上げ下ろしやハンドルの回転を行う方法や回転は機
械で行う半自動式，荷重の制御や回転全てを機械で行
う自動式がある（写真─ 6）。手動式の場合，ハンド
ルを介してその感触から土質を推定できるといった特
徴はあるが，調査技術者の技量によりデータのバラツ
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キが生じることや調査技術者の負担軽減から半自動式
や自動式が行われることが多い。また，最近ではデー
タのトレーサビリティの確保として試験データや試験
時刻，位置情報等を GPS によって即時に送信できる
システム 5）も構築されている。

この試験データや建築地周辺の状況，土地の変遷，
地形や地質等から総合的に地盤補強工事の要否や適切
な地盤補強工法を選定しお客様へ提案している。

地盤補強工事は，施工ヤードや搬入経路の制約から
公共事業で用いられる施工機械よりも小型のものが用
いられることが多い。また，木造住宅規模の建物荷重
度は小さく，大容量の基礎ぐいを用いられることは少
ない。平面地盤補強と呼ばれる表層改良やパイルド・
ラフト工法等，杭状地盤補強と呼ばれるセメント系固
化材を用いた柱状改良，丸太や円柱状の木材を用いた
地盤補強，小口径の鋼管やコンクリートを用いた地盤
補強等といった地盤補強工事が主に行なわれている。
最近では，品質面の確保から第三者機関にて建築技術
性能証明を取得された地盤補強工事を採用されること
が多い。

液状化に対しては，上記制約条件のほか，保証面や
経済性の問題や，設計方法が未確立であること等から
発展途上段階であるが，2011 年東北地方太平洋沖地震
以降に様々な小規模建築物向けの液状化対策工法が開
発されている。筆者らは，大学，協力メーカーと共同
開発し薄鋼矢板を用いて基礎下を囲い込むことで矢板
および基礎下内部の土砂の流出を防ぎ，液状化が生じ
ても建物の沈下を軽減させる工法 6）を開発した。本
工法は，液状化層全てを囲い込むのではなく，液状化
層の半分程度に抑えることで上部構造の沈下や傾斜被
害を軽減することを期待している。実大規模に近い振
動台実験では，沈下量が無対策よりも 1/4 程度に抑え
られるという結果が報告 7）されている。施工技術に
ついては，第三者機関にて技術審査証明を取得してい

る。また他の液状化対策として，丸太を密に打設する
ことで地盤の密度を高め，液状化を抑制する工法 8）

も開発されている。
2016 年熊本地震では大規模の地震動が連続して発

生したことやその後の豪雨等の影響により，液状化に
よる被害のほか，土構造物の崩壊や地盤の陥没，地割
れ等の地盤に関する被害が顕著に発生した。地盤構造
は目に見えず，鉄やコンクリート等の人工的にコント
ロールされ作製した材料とは異なり，自然が長い年月
をかけて様々な条件の変遷を経て作り上げたものであ
るため，現象のメカニズムを解明することは難しい。
また，小規模建築物では上述のとおり様々な制約が多
く，絶対十分な対策を施すことは難しいことを実感し
た。従って，今後予想されている東南海・南海地震や
首都圏直下地震等の大地震に対しては，防災用の設備
や備蓄の確保が重要だと考えられる。そのため半地下
収納を商品化し温度変化の少ない地下を有効に活用し
非常食などの備蓄の確保を提案している（写真─ 7）。
半地下室とすれば容積率の算定対象外となるため，限
られた敷地空間を効果的に活かせる収納が可能であ
る。また，外殻部には土木分野で活用されているライ

写真─ 6　スウェーデン式サウンディング試験機例

写真─ 7　半地下収納庫
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ナープレートを協力メーカーと共同開発し用いてい
る。今後の応用技術としてシェルターの可能性も期待
できる。

4．おわりに

1975 年「木を活用し安心安全で健康的な住まいを
提供することで豊かな住生活の実現に貢献したい」と
の経営者の志のもと木造住宅事業へ進出した。現在，
社会全体として世代を超えて住み継いでいける住まい
づくりが推進されているなか，国産材の積極活用，耐
震性，耐久性を高める構造躯体，アフターメンテナン
スの充実など長寿命住宅を提供し，循環型社会の形成
に貢献すること，特に耐震構造は，自然を相手にして
いる以上，今後予想される巨大地震に対して先人の方 
々の経験を基に実験実証を繰り返すことで安心・安全
な空間作りの一助になるべく注力する所存である。
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